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真の分権型社会の実現に向けた行財政問題の調査について（案） 

 全国の地方自治体を取り巻く環境は、今、大きく変化しています。人口減少時代に

直面する中で、今後も持続的に発展していくために、国と地方が一致協力して、地方

創生に取り組んでいます。また、住民の生活様式やニーズの急速な多様化、複雑化に

適切に応えていくために、地方自治体の役割と責任は一層拡大しています。 

地方分権一括法等により一部の事務で権限移譲が行われるなど、地方分権の理念を

具体化しつつある一方、港区を含む都市部では、法人住民税の一部国税化や消費税清

算基準の見直し、ふるさと納税等、応益負担をはじめとする地方税の本旨を無視した

不合理な税制改正による減収に直面しています。 

このような中、港区は、地域の魅力向上や課題解決のため港区版ふるさと納税制度

を創設し、地方の特性に根差した自治を推進しています。 

また、東京都と特別区間では、都区財政調整制度における事務・権限に応じた税財

源配分の適正な見直しなどの課題の調整が必要になっています。 

今後も、特別区の一層の権限の拡充、また、事務移譲に伴う確実な財源措置などに

ついて、国や東京都への要請及び協議がますます重要となります。 

 以上の諸対策について、調査・研究を行うために本案を提案した次第であります。 


